
施策マネジメントシート　～令和４年度の振り返りから令和５年度の取組へ～

（５月中に記入）

21 Ｒ4 - Ｒ5 -

対象 意図

施策の目標指標

市民アンケート調査の結果（施策に関する重要度と満足度）

重要度(%) 満足度(%)

81.2 26.5

重要度DI 満足度DI

78.9 4.6

施策推進のための取組の成果を測る指標

12-30

成　果

現状・課題

今後の方向性

拡大・充
実

（６月中に記入）

今後の方向性

拡大・充
実

長期振興計画
の位置づけ

まちづくり分野 ひと分野 担当課

施策の目的 市民
地域の中で互いに助け合い、支え合いながら暮らすことができ
る。

目標指標（単位）

福祉事務所

政策分野 健康・福祉 課長名 下川　昭代

施策 重点施策の該当

（70.5）

家族以外で助け合える人
がいる人の割合（％）

72.2 76.4
73.1
（73.0） （75.0） （78.0） （80.0）

①計画⇒実施　（Plan⇒Do）　　

令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

地域福祉の充実

指標の推移（下段の（　）書きは見込み値）

西之表市に住み続けたい
と思う人の割合（%）

66.5 65.8
67.2
（67.5） （68.5） （69.5）

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度実績

重要度(%) 満足度(%)

85.2 24.9

重要度(%) 満足度(%) 重要度(%) 満足度(%) 重要度(%) 満足度(%)

重要度DI 満足度DI

83.9 2.0

重要度DI 満足度DI 重要度DI 満足度DI 重要度DI 満足度DI

基本事業名
関連
戦略
№

成果指標（単位）
３年度実績 ４年度実績 ５年度目標 ６年度目標 ７年度目標２年度実績

指標の推移（下段の（　）書きは見込み値）

（90.0） （90.0）
障がい者の自立支援

障がい者などを対象とした障害福
祉サービスに対する満足度（％） - 46.0

90.8
（50.0） （90.0）

地域福祉活動の推進
支援ツール作成地区数
（件）

24 27
28
（35） （40） （45） （50）

（16） （18）
生活困窮者の自立支援

支援決定件数（継続含
む。）（件）

10 8
3
（12） （14）

今後の方向性の根拠等（他施策との連携、総合戦略との関連、環境変化等を踏まえ記入）

・少子高齢化や人口減少に伴い、福祉専門職の人材確保や地域における支援者の確保・育成も難しい状況が続いている。こうした中で、年
齢や性別に関わらず一人ひとりが役割を持ち、「支える側」「支えられる側」といった従来の関係性を超えて、互いに助け合い支え合う「地域
共生社会」の実現に向けて、社会全体で課題を共有し、我が事として地域福祉に取り組む機運の醸成に努めたい。

②-2　政策部会による振り返り（Check）　

政策部会で出された施策に対する意見等（将来像の実現に向けた課題や優先度、市民との協働のあり方など）

【市民福祉部会】
施策担当課の記載する方向性のとおり。

②-1　振り返り（Check）　

施策を取り巻く環境変化・市民ニーズ等への対応

・コロナ禍や物価高騰等の影響が長引く中、生活困窮に至る方たちへの様々な支援が展開されている。また長期化するコロナ禍で、より深刻化した「孤
独・孤立」の問題に対処するための新しい法案（孤独・孤立対策推進法案）の審議が国会で進められている。
・健康保険法等の一部改正に伴い、生活保護の医療扶助にマイナンバーカードによるオンライン資格確認が導入されることとなり、令和６年度末の本格
稼働に向けて各自治体で準備が進められている。
・令和４年度から、障がい者の総合的・専門的な相談支援に応じるため１市２町で「種子島地区基幹相談支援センター」を設置した。(運営は社会福祉法
人に委託)
・令和４年度は３年に一度の民生委員一斉改選が行われた。

施策の成果（貢献度の高い事業等）と現状・課題

・新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格・物価高騰等による低所得世帯の経済的負担軽減や生活支援のため、前年度に引き
続き非課税世帯への給付金支給が行われ、本市においても速やかな給付に努めた。
・民生委員の一斉改選に当たって、全国的に委員の高齢化やなり手不足による欠員等の報道があったが、本市においては必要人数を確保
でき、地域における支援体制を維持できている。

・コロナ禍の影響もあり着手が遅れていた地域福祉計画の策定に令和４年度末から取り組みはじめたが、福祉分野だけでなく幅広い分野
からの意見聴取を行い、行政だけでなく市民や地域、関係機関等が一体となって地域福祉を進めていく指針となるよう速やかな計画策定が
求められる。
・令和２年社会福祉法改正により、各分野の相談支援等の関連事業を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」が令和３年度から創設・施
行されたことから、本市においても、事業導入に向けた課題の整理や組織体制等の検討を進める必要がある。

（9,000） （9,000）

生活困窮者の自立支援 自立世帯件数（世帯） 22 16
9
（24） （26） （28） （30）

地域福祉活動の推進 民生委員活動件数（件） 8,888 7,908
7,533
（9,000） （9,000）


